
（債務整理は、自己破産によらない方法による）

■原則として「連帯保証人」が必要です。
なお、連帯保証人を立てられない場合、利子が
加算されます。

障害者

障害者

（注１）本資金の連帯保証人は貸付を受けることができません。
（注２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する

暴力団員が属する世帯には貸付できません。
（注３）資金の種類ごとに貸付対象世帯が異なります。

（注）福祉資金については「日常生活上、療養又は介護を必要とする高齢者が属する
世帯」であることが必要です。

■借入申込者（借受人）の要件について
原則として、現住所地の居住期間がおおむね６か月以上であり、
引き続き居住することが見込まれる世帯の生計中心者とします。
ただし、福祉資金福祉費の支度費及び技能習得費、又は教育
支援資金の貸付の場合は、就職し、知識・技能を習得し、又は
修学する者が借入申込者となり、世帯の生計中心者又は借入申
込者の親権者が連帯借受人として加わらなければなりません。

❶原則として岩手県内に居住し、申込者と生計を別とする方
❷申込者世帯の生活の安定に熱意を有する方
❸世帯の生計中心者であり、年齢が65歳未満で、かつ償還完了予
定時に75歳以下の方

❹地方税法における住民税が課税されている者。又は、住民税が
課税されている者と同程度の収入がある者

■民生委員・社会福祉協議会による相談支援
この貸付資金は生活の安定や立て直しを図ることを目的としてい
ますので、申込時から償還完了まで、お住まいの地区の民生委員及
び社会福祉協議会の関係者が借受人世帯の相談支援を行います。

お申込み・ご相談は、お住まいの地区の民生委員又は社会福祉協
議会へお願いします。

※ 上記の基準は目安であって、お住まいの市町村・世帯構成等により変わ
りますので、詳細は市町村社会福祉協議会にご確認ください。

※ 審査の結果により、貸付できない場合もあります。

❶貸付利子は
連帯保証人を立てた場合 「無利子」
連帯保証人を立てない場合 「年1.5％」 です。
（※教育支援資金及び緊急小口資金については、連帯保証人の有無にか
かわらず無利子です。）

❷返済方法は原則として「ゆうちょ銀行」又は「岩手県内に本店の
ある金融機関」の預貯金口座からの自動引き落しとなります。

❸返済（償還）期間内に返済（償還）完了できない場合は、残元

金に対し「年３％」の延滞利子が発生します。
（令和２年４月以降の貸付決定分から年3％に引き下げられま
した）

❹返済（償還）計画どおりの支払をせず、社会福祉協議会からの
連絡に応じない又は償還の意志が確認できない時には法的措
置を実施する場合があります。

※失業者含む

電気・ガス・水道・電話が止められるおそれがある。

就職を目指し技能習得をしたい。

具体的には、世帯の収入がおおむね市町村民税非課税程度又は生活保
護法に基づく生活保護基準額の1.7倍程度以下の世帯となります。基本例
は次のとおりです。

夫40歳、妻38歳、子15歳の３人世帯
借家で高校進学のための借入を申請する場合。

世帯の生計中心者の失業や収入の減少により、世帯の生活の維持ができなくなった。

（詳しくは４～５ページ）

（詳しくは６～７ページ）

（詳しくは８ページ）

（詳しくは９ページ）

（詳しくは10ページ）

（詳しくは11ページ）

（注）貸付資金の種類は３ページをご覧ください。なお掲載内容については厚生労働省
の通知等により変更されることがあります。
（掲載内容は令和5年7月現在）

（※緊急小口資金及び要保護世帯向け不動産担保型生活資金は、連帯保証
人は不要です）

（注）現に障害者総合支援法によるサービスを利用している等これと同程度と認め
られる者の属する世帯も含まれます。

※上記のうち、総合支援資金、福祉資金 緊急小口資金については、原則として生活困窮者自立支援法に基づく自立
相談支援事業等の利用が要件となります。また、その他の資金についても、世帯の状況に応じて自立相談支援機
関による支援を利用いただくことがあります。

全国の福祉事務所設置自治体が実施主体（他団体への業務委
託も可）となり、専門の支援員が寄り添いながら、相談者一人ひと

りの状況に合わせた支援プランを作成し、他の専門機関と連携して、就
労や住居、家計等に関する課題の解決に向けた支援を行う制度です。

（注）本資金の貸付を受けている方は、連帯保証人になれません。

月収32万円以下程度の世帯が該当

融通

生活困窮者自立支援制度とは

● この貸付制度は、民生委員の低所得世帯に対する「世帯更生運動」
をきっかけとして昭和 30 年に制度化された、公的な貸付制度です。
他の貸付制度が利用できない、収入の少ない世帯や、障がい者の

方が属する世帯、高齢者の方が属する世帯へ、資金の貸付と必要な
相談支援を行うことにより、その世帯の生活の安定と経済的自立を
図ることを目的としています。

● このため、この貸付制度を利用する場合は、市町村社会福祉協議会
や民生委員により、貸付相談から返済完了まで世帯の自立に向けた
継続した支援が行われます。
さらに、平成27年４月の生活困窮者自立支援法の施行に伴い、総

合支援資金や緊急小口資金等の貸付を利用する方については、生活
困窮者自立支援制度と連携した支援を行うこととなりました。

　 世帯の収入が一定基準以下の世帯
（一定基準とは、おおむね市町村民税非課税程度、又は生活保護法
に基づく生活保護基準額の1.7倍程度）

就職するまでの当面の間の生活費が足りない。

❶ 自宅を担保に生活費を借りたい。

■お申込みは・・・連帯保証人は、下記の全てを満たすことが必要となります。

引っ越しの費用が足りない（転宅費）。

中国残留邦人等に係る国民年金追納のための費用が不足。

❶ 臨時の医療費又は介護費の支払等により生活費が必要。
❷ 火災等被災によって生活費が必要。
❸ 年金、保険、公的給付等の支給開始までに生活費が必要。
❹ 会社からの解雇、休業等による収入減のため生活費が必要。
❺ 滞納していた税金、国民健康保険料、年金保険料の支払による支出増。
❻ 公共料金の滞納により日常生活に支障が生じる。
❼ 生活困窮者自立支援法に基づく支援や、実施機関及び関係機関からの継続的な支援を受
けるために経費が必要。

❽ 給与等の盗難によって生活費が必要。
❾ その他これらと同等のやむを得ない事由があって、緊急性、必要性が高いと認められる場合。 

❶ 高校、短大、大学、専門学校（専修学校専門課程）、専門職大学、専門職
　 短期大学へ進学したい。
❷ 授業料、家賃代、通学定期代が足りない。
❸ 入学金、制服・教科書等の購入費用が足りない。
❹ 高校授業料を納められず進級又は卒業ができない。


